
1者随契 相見積 プロポーザル

1
平成31年度　公共土
木施設情報管理業務
委託（河川）

沖縄県の河川の整備状況及び
現況を明らかにし、河川整備計
画の策定及び河川管理に関す
る基礎資料を作成し、公共施設
情報管理システムへ登録する。

2,873 ○

契約の性質または目的が競争
入札に適しないため。
（地方自治法施行令第167条の2
第1項第2号）

　当該業務を実施するには、河
川公共施設台帳を一元的に管
理している「公共施設情報管理
システム」の活用が必須である
ため　同システムに関する著作
権・所有権を有する同センターと
特命随意契約とした。

河川課

2
平成31年度　沖縄県ﾘ
ｻｲｸﾙ資材評価認定
制度運営業務委託

ゆいくる制度の普及活動、資材
認定・評価基準改定・品質管理
要領に係る諸事務を行う

13,446 ○

地方自治法施行令第167条の2
第1項第2号
　本業務は、リサイクル建設資
材が評価委員会で承認されるま
での適正な処理や対応が求め
られるものである。
　また、工場の立入検査は、是
正指示や資材一時使用停止等
の根拠となるため公平・公正に
実施する必要がある。公益性の
高い業務で、他にかわるものが
いないことから(公財）沖縄県建
設技術センターと契約。

技術・建設業
課

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

県と公社等の委託事業に係る随意契約状況調査票（令和元年度）

部等名     土木建築部
課名　　    技術・建設業課

公社等名　（公財）沖縄建設技術センター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）

随意契約の方法



3

令和元年度　フライ
アッシュコンクリートに
関する品質確保等検
討業務委託

FAC指針へ新たなFA(HrFA)を追
加するための各種配合・耐久性
試験等を行う

6,633 ○

沖縄県建設技術センターでは、
琉球大学と共同でFAC各種配合
試験、各種配合検討業務に携
わり、内容について充分熟知し
ている。また指針改定に向け、
円滑に業務を遂行していく必要
があり、同センターは民間企業
等と利害ない独立した機関であ
り、公平な立場で最終版作成す
るにあたり、条件を十分に満た
している。

○

HrFAについて、配合・施
工指針への適合確認の
ため、出荷工場の施設
を使った配合試験及び
試験練り等が必要なこ
とから再委託を行った。

技術・建設業
課

4
令和元年度　電子納
品保管管理業務委託

公共施設情報管理システムを活
用した電子納品データの登録、
保管管理及び利活用を行う

6,479 ○

沖縄県建設技術センターでは、
沖縄県土木建築部所管の情報
を総合的に管理する「公共施設
情報管理システム」を構築し、沖
縄県の各課所は効率良く業務を
行うことができるものとなってい
る。同システムを活用した電子
納品保管管理を実施することに
より、台帳等管理施設と連携し
て公共施設管理者の適正かつ
効率的な業務の支援ができる。

技術・建設業
課



5
令和元年度開発許可
登録簿の電子化業務
委託

開発許可登録簿を電子化、ＯＣ
ＴＣ公共施設情報管理システム
に登録し、建築指導課及び各土
木事務所において共有・活用を
行う。

2,849 ○

　沖縄県建設技術センターで
は、道路、河川など個別システ
ムで管理する公共土木施設台
帳を「OCTC公共施設情報管理
システム」に統合し、一元管理す
ることで、県民の安全・安心を確
保するとともに、県・市町村の経
済的かつ効率的な維持管理業
務を支援している。
　本業務においても当該システ
ムを活用し、電子化資料の登
録・情報共有を図っており、行政
サービスの向上や業務の効率
化のためには、今後も同システ
ムへの継続的な情報の蓄積・共
有及び更新が必要となる。
　以上のことより、「OCTC公共
施設情報管理システム」に関す
る著作権・使用権を有する沖縄
建設技術センターと随意契約を
締結する。

建築指導課

6
沖縄県管理港湾台帳
更新業務委託（R1）

港湾台帳調製　一式（一般会計
分）

4,367 ○

　当該業務を実施するには、「公
共施設情報管理システム」の活
用が必須であるため、同システ
ムに関する著作権・所有権を有
する相手方と契約を行った。

港湾課

7

中城湾港マリンタウン
特別会計整備施設
港湾台帳更新業務委
託（R1）

港湾台帳調製　一式（中城湾港
マリンタウン特別会計分）

2,233 ○

　当該業務を実施するには、「公
共施設情報管理システム」の活
用が必須であるため、同システ
ムに関する著作権・所有権を有
する相手方と契約を行った。

港湾課

8
マイクロフィルムの保
管業務委託

マイクロフィルムの保管業務 94 ○
沖縄県財務規則第137条の2第6
号で定める額の範囲内であるた
め

港湾課



9
Ｒ１空港台帳更新業
務委託

多良間空港、伊江島空港、波照
間空港、南大東空港、北大東空
港の台帳に関する内容の修正・
更新

4,598 ○

　沖縄県建設技術センターで
は、各課毎に整備されていた公
共施設台帳をシステムで統合
し、より効率的・効果的な機能を
持つ「公共施設情報管理システ
ム」を構築し運用しており、同シ
ステムの著作権・使用権を有す
る左記の者と随意契約を行っ
た。

空港課

10
マイクロフィルムの保
管業務委託

マイクロフィルムの保管業務 18 ○
　沖縄県財務規則第137条の2
第6号で定める額の範囲内であ
るため

空港課

11
令和元年度港川海岸
保全区域指定変更図
書作成業務委託

浦添市港川地内における公有
水面埋め立てに係る海岸保全
区域指定変更図書を作成し、
「OCTC公共施設情報管理シス
テム」への登録を行い、今後の
海岸管理の基礎資料とする。

352 ○

沖縄県建設技術センターが有す
る排他的権利（OCTC公共施設
情報管理システム）を必要とす
るもので、契約の性質又は目的
が競争入札に適しないため（地
自令167の2-1-2）

海岸防災課

12
令和元年度　公共土
木施設情報管理業務
（海岸）

海岸保全施設の長寿命化計画
点検結果資料整理及び「OCTC
公共施設情報管理システム」へ
の登録を行い、今後の海岸管理
の基礎資料とする。

2,530 ○

沖縄県建設技術センターが有す
る排他的権利（OCTC公共施設
情報管理システム）を必要とす
るもので、契約の性質又は目的
が競争入札に適しないため（地
自令167の2-1-2）

海岸防災課

13
マイクロフィルムの保
管業務委託

マイクロフィルムの保管・管理業
務

62 ○
沖縄県財務規則第137条の2第6
号で定める額の範囲内であるた
め

海岸防災課



14

道路維持管理に係る
システム運用及び資
料作成業務委託（Ｒ
01）

本業務は、公共土木施設台帳を
一元的に管理する「OCTC公共
施設情報管理システム」の道路
巡回へのデータ登録の効率化を
目的に、タブレット端末を用いた
道路パトロールシステム及び苦
情情報管理システムを導入し、
道路巡回業務の効率化と苦情
処理等の迅速化を図るための
業務である。
　　また、巡回業務のデータ登録
とあわせて、橋梁点検調書のシ
ステムへの登録も行うものであ
る。

3,256 ○

沖縄県建設技術センターの所有
する「公共施設情報管理システ
ム」は、道路や道路付属物（橋
梁、標識、照明、防護柵、占用
物等）の公共土木施設台帳を一
元的に管理するシステムであ
る。
各土木事務所等は同システムを
利用することで、台帳や道路巡
回の履歴、また橋梁の点検結果
等の道路の維持管理に必要な
情報を一元的に管理・共有する
ことができ、効率的かつ迅速な
業務が可能となっている。
本業務は、現在手作業で行って
いる道路巡回の登録作業につ
いて、タブレットを活用した道路
巡回システムや苦情情報管理
システムを導入することで効率
化や情報共有の迅速化を目的
としている。
このことから、同システムに関す
る著作権・使用権を有するセン
ターと、地方自治法施行令第
167 条の２第1項第2 号に基づ
き随意契約を締結するものであ
る。

○
著作権を有するシステ
ムを利用するため

道路管理課



15
令和元年度沖縄県道
路構造物耐久性調査
業務委託（Ｒ１）

　沖縄県内の橋梁等の道路構
造物について、その劣化状況や
原因、劣化環境などの調査を継
続して行い、全県的に道路構造
物の耐久性・劣化特性及び劣化
予測に関する基礎データを取
得・分析することにより、厳しい
塩害環境にある県内の道路構
造物の耐久性向上や効果的・効
率的な維持管理手法の確立、
諸技術基準の確立に資すること
を目的に実施するものである。

13,420 ○

契約の性質または目的が競争
入札に適しないため。
（地方自治法施行令第167条の2
第1項第2号）

　道路構造物の長寿命化に向
けた効果的・効率的な維持管理
手法の確立、諸技術基準の確
立や改定のためには、専門的な
知見に基づいた経年でのデータ
分析と蓄積、および経年分析
データの全県的な把握により長
期継続的な検討を進めていくこ
とが非常に重要であり、その業
務の性質上、競争入札には適さ
ないものである。

○

劣化状況調査における
特殊機器（超音波速度
測定器等）を用いた試
験項目実施のため再委
託を行った。

道路管理課

16
公共交通安全検討業
務委託

歩行者が安全で移動できる歩行空
間の整備を効率的かつ効果的に進
めるため、緊急性の高い通学路等
の歩行整備や安全で安心な歩行環
境の充実に取り組むための基礎資
料作成である。

6,336 ○

契約の性質または目的が競争入札
に適しないため。
（地方自治法施行令第167条の2第1
項第2号）

　本業務は、安全で安心な歩行環
境の充実に取り組むための基礎資
料作成であり、沖縄県建設技術セン
ター所有の公共施設情報を統合的
に管理する「OCTC公共施設情報管
理システム」を沖縄県の各土木事務
所・道路管理課等にて利用すること
で、歩道整備に関する情報を共有
することが可能となり効率よく業務
を行うことができる。よって同システ
ムに関して『 特定の者が有する排
他的権利（特許権・著作権）を必要
とする』ことから指名競争入札に付
する事は適当でない 。

道路管理課



17
令和元年度　道路施
設現況調書作成業務
委託

　沖縄県の道路現況を把握し、道路
整備計画及び道路施設の管理等に
必要な調書を作成するものである。

8,635 ○

契約の性質または目的が競争入札
に適しないため。
（地方自治法施行令第167条の2第1
項第2号）

　本業務は、県の補助的業務及び
道路施設現況調書作成等の作業に
おける各土木事務所の支援や集約
業務を行うものであり、また国土交
通省道路局「道路施設現況調査要
綱」に基づいて実施され、受注者は
年間を通じて国と連絡を密にする必
要があることなど行政的な性質を有
するため、指名競争入札に付するこ
とは適当でない。

道路管理課

18
道路防災カルテ登録
業務委託

　県が管理する道路施設における
道路防災カルテの新規箇所の作成
及び追加・修正箇所について、道路
管理システムへの登録を行うもので
ある。

902 ○

契約の性質または目的が競争入札
に適しないため。
（地方自治法施行令第167条の2第1
項第2号）

　本業務は、県の出先機関である土
木事務所内での調整、資料収集・
確認作業を行う必要があり、また各
点検箇所の課題等を踏まえた維持
補修業務に関する知識が必要とな
るなど、行政的な性質を有するもの
であるため、競争入札に付すること
は適当でない。

道路管理課

19
マイクロフィルムの保
管業務委託

マイクロフィルムの保管業務 67 ○

沖縄県財務規則第137条の2第6号
で定める額の範囲内であるため

道路管理課



20
地籍成果電子化業務
委託（R1）

地籍調査成果の電子化を行い、
地籍情報検索システムを構築す
る。

5,093 ○

　 地籍調査の成果は全て紙媒体で
管理されており、資料の劣化が著し
いため電子化を行う必要がある。個
人情報を取り扱う観点において、沖
縄県建設技術センターでは、「情報
セキュリティー基本方針」及び「情報
セキュリティー対策基準」を策定し、
県と同等の情報セキュリティーを有
する。また、「公共施設情報管理シ
ステム」の著作権・使用権を有して
おり、同システムを活用し検索シス
テムを構築するため、左記の者と随
意契約を行った。

土地対策課

21
マイクロフィルムの保
管業務委託

工事完成図面等のマイクロフィ
ルムの保管等業務

30 ○
沖縄県財務規則第137条の2第6
号で定める額の範囲内であるた
め

都市計画・モ
ノレール課

22
県営公園施設管理シ
ステム業務委託（R1）

従来の公園施設管理システムを
保守管理しつつ、新システムへ
のデータ移行作業を進める。

3,388 ○

センターは、県からの委託によ
り、同センター内のサーバーに
県営公園施設管理システムを構
築し、以降、工事完成データを
入力し、データを一元的に管理・
蓄積している。今回の業務で
は、従前の公園管理システム
を、同センターが運用するOCTC
（公共施設管理システム）に移
行することとしており、OCTCの
管理者である同センターが唯一
対応できる者である。

○
システムを開発した者
にしか対応できない保
守のため

都市公園課

23
ライフル射撃場総合
的技術支援業務委託
（R1）

総合的技術支援業務（設計・積
算、監督代行、検査支援業務）

14,116 ○

技術面のみならず、業務の性質
上必要となる関連法令・制度の
遵守、手続き等を適切に実施す
る能力と実績を有しており、民間
事業者との利害関係がない独
立した唯一の機関であるため。

スポーツ振興
課



24
水産基盤整備事業技
術審査等支援業務

総合評価方式一般競争入札に
おいて施工計画等の技術提案
を含む競争参加資格確認申請
書の審査を行うこと。

440 ○

当該機関は、競争参加者の技
術情報を適切に管理し、公正・
中立な立場で総合評価の技術
審査を行える唯一の機関であっ
て現状では他に代わる者はいな
いことから、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号に基づ
き特命随意契約を行った。

漁港漁場課

25
マイクロフィルムの保
管業務委託

マイクロフィルムの保管業務 37 ○
沖縄県財務規則第137条の2第6
号で定める額の範囲内であるた
め

下水道課

26
マイクロフィルムの保
管業務委託

マイクロフィルムの保管業務 95 ○
沖縄県財務規則第１３７条の２第６
号で定める額の範囲内であるため

施設建築課

27
マイクロフィルムの保
管業務委託

マイクロフィルムの保管業務 204 ○
沖縄県財務規則第137条の2第6
号で定める額の範囲内であるた
め

道路街路課



28
南部管内特殊車両通
行許可申請等審査支
援業務委託（H31）

特車許認可審査業務　１式 3,024 ○

特殊車両通行許可申請の審査にあ
たっては、車両や積載する貨物の
特殊性等について総合的に判断
し、合理的かつ公平・公正な審査を
実施する必要がある。
　特殊車両通行の申請にあたって
は、貨物輸送の他、建設車両系が
多く申請させることから、工事受注
者等と利害関係がない独立した機
関において審査を実施する必要が
あり競争入札に適さない。
　沖縄県建設技術センターは、社会
資本整備等への支援により県民福
祉の増進に寄与することを目的とし
て、県市町村の出損により設立され
ており、民間事業者との利害関係が
ない独立した機関であり、公正・中
立な立場で審査を行える唯一の機
関である。
　また、同センターは、県管理道路
等の台帳を一元的に管理するため
の「公共施設情報管理システム」を
構築し運用しており、審査に必要と
なる道路台帳等が保管されているこ
とから円滑な業務実施が可能であ
る。
　このことから、地方自治法施行令
第１６７条の２第１項第２号に基づ
き、同センターと随意契約を締結す
るものである。

南部土木　事
務所



29
那覇大橋総合的技術
支援業務委託（Ｈ３１）

工事監督代行業務　１式
工事積算代行業務　１式

19,105 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



30
H31南部東道路技術
審査支援業務委託
（その１）

技術審査支援 2,192 ○

技術提案を含む申請書の審査にあっ
ては、総合評価の評価基準に則り、
合理的かつ公平・公正な技術審査を
実施し、競争参加者が同じ条件の下
で評価される必要がある。特に、申請
書における優良な技術提案は、総合
評価の技術評価点で加算対象となる
重要な事項であり、工事受注に大きく
寄与するものになるが、その反面、各
競争参加者独自の技術情報(知的財
産)として適切に管理しなければなら
ず、提案内容の漏洩は企業の損害に
つながる。
　このため、工事受注者等との利害
関係がない独立した機関において業
務を実施する必要があり競争入札に
適さない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により成立されており、
民間事業者との利害関係が無い独立
した機関である。
　同センターは競争参加者の情報を
適切に管理し、公正・中立な立場で総
合評価の技術審査を行える唯一の機
関であり、現状では他に代わる者は
いないことから、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号に基づき随
意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



31
南部管内無電注化推
進事業外技術審査支
援業務委託（H31）

技術審査支援業務　１式 896 ○

技術提案を含む申請書の審査にあっ
ては、総合評価の評価基準に則り、
合理的かつ公平・公正な技術審査を
実施し、競争参加者が同じ条件の下
で評価される必要がある。特に、申請
書における優良な技術提案は、総合
評価の技術評価点で加算対象となる
重要な事項であり、工事受注に大きく
寄与するものになるが、その反面、各
競争参加者独自の技術情報(知的財
産)として適切に管理しなければなら
ず、提案内容の漏洩は企業の損害に
つながる。
　このため、工事受注者等との利害
関係がない独立した機関において業
務を実施する必要があり競争入札に
適さない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により成立されており、
民間事業者との利害関係が無い独立
した機関である。
　同センターは競争参加者の情報を
適切に管理し、公正・中立な立場で総
合評価の技術審査を行える唯一の機
関であり、現状では他に代わる者は
いないことから、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号に基づき随
意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



32
令和元年度　饒波川
総合的技術支援業務
委託

工事監督代行業務　一式
工事積算代行業務　一式

15,268 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



33
R1道路事業総合的技
術支援業務委託

監督代行業務　一式 15,939 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



34

沖縄都市モノレール
修繕事業総合的技術
支援業務委託（Ｒ１－
１）

積算代行業務　１式 832 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



35
R1南部東道路技術審
査支援業務委託（そ
の２）

技術審査支援　１式
技術審査支援　１式
特別簡易型　１式
簡易型２型　１式

3,520 ○

技術提案を含む申請書の審査にあって
は、総合評価の評価基準に則り、合理
的かつ公平・公正な技術審査を実施し、
競争参加者が同じ条件の下で評価され
る必要がある。特に、申請書における優
良な技術提案は、総合評価の技術評価
点で加算対象となる重要な事項であり、
工事受注に大きく寄与するものになる
が、その反面、各競争参加者独自の技
術情報(知的財産)として適切に管理しな
ければならず、提案内容の漏洩は企業
の損害につながる。
　このため、工事受注者等との利害関
係がない独立した機関において業務を
実施する必要があり競争入札に適さな
い。
　沖縄県建設技術センターは社会資本
整備等への支援により県民福祉の増進
に寄与することを目的として、県市町村
の出捐により成立されており、民間事業
者との利害関係が無い独立した機関で
ある。
　同センターは競争参加者の情報を適
切に管理し、公正・中立な立場で総合
評価の技術審査を行える唯一の機関で
あり、現状では他に代わる者はいないこ
とから、地方自治法施行令第167条の２
第１項第２号に基づき随意契約を締結
するものである。

南部土木　事
務所



36
沖縄都市モノレール
修繕事業総合的技術
支援業務委託（R1-2)

工事監督代行業務　１式
積算代行業務　１式

8,910 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



37
南部管内道路防災保
全事業等技術審査支
援業務委託（R1)

技術審査支援業務　１式 913 ○

技術提案を含む申請書の審査にあっ
ては、総合評価の評価基準に則り、
合理的かつ公平・公正な技術審査を
実施し、競争参加者が同じ条件の下
で評価される必要がある。特に、申請
書における優良な技術提案は、総合
評価の技術評価点で加算対象となる
重要な事項であり、工事受注に大きく
寄与するものになるが、その反面、各
競争参加者独自の技術情報(知的財
産)として適切に管理しなければなら
ず、提案内容の漏洩は企業の損害に
つながる。
　このため、工事受注者等との利害
関係がない独立した機関において業
務を実施する必要があり競争入札に
適さない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により成立されており、
民間事業者との利害関係が無い独立
した機関である。
　同センターは競争参加者の情報を
適切に管理し、公正・中立な立場で総
合評価の技術審査を行える唯一の機
関であり、現状では他に代わる者は
いないことから、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号に基づき随
意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



38
河川・砂防事業技術
審査支援業務委託
（R1-1)

技術審査支援業務　１式 1,518 ○

技術提案を含む申請書の審査にあって
は、総合評価の評価基準に則り、合理
的かつ公平・公正な技術審査を実施し、
競争参加者が同じ条件の下で評価され
る必要がある。特に、申請書における優
良な技術提案は、総合評価の技術評価
点で加算対象となる重要な事項であり、
工事受注に大きく寄与するものになる
が、その反面、各競争参加者独自の技
術情報(知的財産)として適切に管理しな
ければならず、提案内容の漏洩は企業
の損害につながる。
　このため、工事受注者等との利害関
係がない独立した機関において業務を
実施する必要があり競争入札に適さな
い。
　沖縄県建設技術センターは社会資本
整備等への支援により県民福祉の増進
に寄与することを目的として、県市町村
の出捐により成立されており、民間事業
者との利害関係が無い独立した機関で
ある。
　同センターは競争参加者の情報を適
切に管理し、公正・中立な立場で総合
評価の技術審査を行える唯一の機関で
あり、現状では他に代わる者はいないこ
とから、地方自治法施行令第167条の２
第１項第２号に基づき随意契約を締結
するものである。

南部土木　事
務所



39
令和元年度　河川事
業総合的技術支援業
務委託（その２）

工事監督代行業務　一式
工事積算代行業務　一式

7,271 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



40
R1南部東道路総合的
技術支援業務委託

総合的技術支援業務　１式
工事監督代行業務　１式
工事積算代行業務　１式

5,841 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



41
那覇大橋総合的技術
支援業務委託（R2）

工事積算代行業務　１式 1,353 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



42
街路公園事業技術審
査等支援業務委託
（R2）

技術審査等支援　１式 3,564 ○

技術提案を含む申請書の審査にあっ
ては、総合評価の評価基準に則り、
合理的かつ公平・公正な技術審査を
実施し、競争参加者が同じ条件の下
で評価される必要がある。特に、申請
書における優良な技術提案は、総合
評価の技術評価点で加算対象となる
重要な事項であり、工事受注に大きく
寄与するものになるが、その反面、各
競争参加者独自の技術情報(知的財
産)として適切に管理しなければなら
ず、提案内容の漏洩は企業の損害に
つながる。
　このため、工事受注者等との利害
関係がない独立した機関において業
務を実施する必要があり競争入札に
適さない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により成立されており、
民間事業者との利害関係が無い独立
した機関である。
　同センターは競争参加者の情報を
適切に管理し、公正・中立な立場で総
合評価の技術審査を行える唯一の機
関であり、現状では他に代わる者は
いないことから、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号に基づき随
意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



43
河川・砂防・港湾事業
技術審査支援業務委
託（R1-2）

技術審査支援　１式 4,763 ○

技術提案を含む申請書の審査にあっ
ては、総合評価の評価基準に則り、
合理的かつ公平・公正な技術審査を
実施し、競争参加者が同じ条件の下
で評価される必要がある。特に、申請
書における優良な技術提案は、総合
評価の技術評価点で加算対象となる
重要な事項であり、工事受注に大きく
寄与するものになるが、その反面、各
競争参加者独自の技術情報(知的財
産)として適切に管理しなければなら
ず、提案内容の漏洩は企業の損害に
つながる。
　このため、工事受注者等との利害
関係がない独立した機関において業
務を実施する必要があり競争入札に
適さない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により成立されており、
民間事業者との利害関係が無い独立
した機関である。
　同センターは競争参加者の情報を
適切に管理し、公正・中立な立場で総
合評価の技術審査を行える唯一の機
関であり、現状では他に代わる者は
いないことから、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号に基づき随
意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



44
南部管内無電柱化推
進事業等技術審査支
援業務委託（R1-2）

技術審査支援業務　１式 1,177 ○

技術提案を含む申請書の審査にあっ
ては、総合評価の評価基準に則り、
合理的かつ公平・公正な技術審査を
実施し、競争参加者が同じ条件の下
で評価される必要がある。特に、申請
書における優良な技術提案は、総合
評価の技術評価点で加算対象となる
重要な事項であり、工事受注に大きく
寄与するものになるが、その反面、各
競争参加者独自の技術情報(知的財
産)として適切に管理しなければなら
ず、提案内容の漏洩は企業の損害に
つながる。
　このため、工事受注者等との利害
関係がない独立した機関において業
務を実施する必要があり競争入札に
適さない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により成立されており、
民間事業者との利害関係が無い独立
した機関である。
　同センターは競争参加者の情報を
適切に管理し、公正・中立な立場で総
合評価の技術審査を行える唯一の機
関であり、現状では他に代わる者は
いないことから、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号に基づき随
意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



45
R2道路事業総合的技
術支援業務委託

監督代行業務　一式 7,172 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



46
令和2年度　饒波川総
合的技術支援業務委
託

工事監督代行業務　一式 4,719 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



47
令和2年度　河川事業
総合的技術支援業務
委託（その１）

工事監督代行業務　一式
工事積算代行業務　一式

10,747 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



48
那覇大橋総合的技術
支援業務委託（R2-2）

工事監督代行業務　１式
工事積算代行業務　１式

3,729 ○

総合的技術支援業務委託は、その性
質上、関係法令・制度・基準等に精通
し、専門知識や豊富な経験が必要で
ある。また、工事受注者が不当に利
益を得ることや逆に不利益を被ること
がないよう、工事発注者の立場として
厳正に業務を実施する必要がある。
　このため、業務の各段階において
公平・公正で適正な判断が求められ
ることから、工事受注者と利害関係が
ない独立した機関において業務を実
施する必要があり、競争入札に適さ
ない。
　沖縄県建設技術センターは社会資
本整備等への支援により県民福祉の
増進に寄与することを目的として、県
市町村の出捐により設立されており、
技術面のみならず、業務の性質上必
要となる関連法令・制度の遵守、手続
き等を適切に実施する能力と実績を
有しており、民間事業者との利害関
係がない独立した唯一の機関であ
る。
　実績・公平性・中立性の観点から本
業務の実施において同センターに代
わる者はいないことから、地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号に基
づき随意契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



49
南部管内緊急輸送道
路に係る道路台帳整
備業務委託（Ｒ１）

台帳作成業務　１式 1,825 ○

平成20年度以前の道路台帳作成業務は、民間コン
サルタントを対象とした競争入札により、図面作成と
調書作成を一つの業務として実施されていた。　し
かしながら、作成される調書は受注した民間コンサ
ルタント独自のシステムで作成していたため、成果
品間に互換性が無く、部分的に作成された調書を
路線全体として最終的に一つの調書として整理する
必要が生じ、再度全線を通した業務として発注する
という不経済かつ非効率的な内容であった。　この
ような中、センターでは発注者からの課題是正の要
請を受け、統一した道路台帳調書作成システムや
地理情報システムを活用した道路附属物管理シス
テムの他、河川や公園等についても統一した管理シ
ステムにより台帳整備を行うことで、県が建設した
公共施設の経済的かつ適切な維持管理に大きく寄
与してきた。　一方、これらのシステムは道路や河
川等各公共施設毎に構築されており各システム間
に互換性が無く、各公共施設の連続性・関連性等
の確認ができないものであったため、センターでは
これらの公共施設システムを統合し、より効率的・
効果的な機能を持つ「公共施設情報管理システム」
を構築し運用を始めているところである。　「公共施
設情報管理システム」はセンターの所有するシステ
ムである。　沖縄県の各土木事務所等は同システ
ムを利用することで、台帳を共有することができ、効
率良く業務を行うことができる。　同システムを使用
し公共土木施設台帳管理業務を実施することでこ
れまで以上に公共施設管理者の適正かつ効率的な
業務の支援ができるようになるため、同システムに
関する著作権・使用権を有するセンターと、地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号に基づき随意
契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



50
南部管内道路台帳作
成業務委託（Ｒ１）

供用開始資料作成　１式 473 ○

平成20年度以前の道路台帳作成業務は、民間コン
サルタントを対象とした競争入札により、図面作成と
調書作成を一つの業務として実施されていた。　し
かしながら、作成される調書は受注した民間コンサ
ルタント独自のシステムで作成していたため、成果
品間に互換性が無く、部分的に作成された調書を
路線全体として最終的に一つの調書として整理する
必要が生じ、再度全線を通した業務として発注する
という不経済かつ非効率的な内容であった。　この
ような中、センターでは発注者からの課題是正の要
請を受け、統一した道路台帳調書作成システムや
地理情報システムを活用した道路附属物管理シス
テムの他、河川や公園等についても統一した管理シ
ステムにより台帳整備を行うことで、県が建設した
公共施設の経済的かつ適切な維持管理に大きく寄
与してきた。　一方、これらのシステムは道路や河
川等各公共施設毎に構築されており各システム間
に互換性が無く、各公共施設の連続性・関連性等
の確認ができないものであったため、センターでは
これらの公共施設システムを統合し、より効率的・
効果的な機能を持つ「公共施設情報管理システム」
を構築し運用を始めているところである。　「公共施
設情報管理システム」はセンターの所有するシステ
ムである。　沖縄県の各土木事務所等は同システ
ムを利用することで、台帳を共有することができ、効
率良く業務を行うことができる。　同システムを使用
し公共土木施設台帳管理業務を実施することでこ
れまで以上に公共施設管理者の適正かつ効率的な
業務の支援ができるようになるため、同システムに
関する著作権・使用権を有するセンターと、地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号に基づき随意
契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



51
南部管内橋梁定期点
検支援業務委託（Ｒ
１）

橋梁点検照査支援業務　１式 803 ○

「ＯＣＴＣ公共施設情報管理シス
テム」は、道路や河川等各公共
施設毎に構築されているデータ
ベースシステムを統合し、効率
的・効果的に利活用できるよう
構築されたものであり、技術セン
ターが所有する。沖縄県の各土
木事務所等は同システムを利用
することで台帳や各種データを
共有することができ、効率良く業
務を行うことができる。
　同システムに橋梁定期点検等
のデータを登録することにより、
これまで以上に公共施設管理者
として適正かつ効率的な業務を
実施できるため、技術センターと
随意契約を行いたい。
「ＯＣＴＣ公共施設情報管理シス
テム」に関する著作権・使用権
は、技術センターが有しており、
地方自治法施行令第167条の２
第１項第２号に基づき随意契約
を締結するものである。

南部土木　事
務所



52
小禄名嘉地線外１線
道路台帳調書作成業
務委託（R２）

基準点測量　１式
地形測量　１式
応用測量　１式
用地測量（用地部門）　１式

1,584 ○

平成20年度以前の道路台帳作成業務は、民間コン
サルタントを対象とした競争入札により、図面作成と
調書作成を一つの業務として実施されていた。　し
かしながら、作成される調書は受注した民間コンサ
ルタント独自のシステムで作成していたため、成果
品間に互換性が無く、部分的に作成された調書を
路線全体として最終的に一つの調書として整理する
必要が生じ、再度全線を通した業務として発注する
という不経済かつ非効率的な内容であった。　この
ような中、センターでは発注者からの課題是正の要
請を受け、統一した道路台帳調書作成システムや
地理情報システムを活用した道路附属物管理シス
テムの他、河川や公園等についても統一した管理シ
ステムにより台帳整備を行うことで、県が建設した
公共施設の経済的かつ適切な維持管理に大きく寄
与してきた。　一方、これらのシステムは道路や河
川等各公共施設毎に構築されており各システム間
に互換性が無く、各公共施設の連続性・関連性等
の確認ができないものであったため、センターでは
これらの公共施設システムを統合し、より効率的・
効果的な機能を持つ「公共施設情報管理システム」
を構築し運用を始めているところである。　「公共施
設情報管理システム」はセンターの所有するシステ
ムである。　沖縄県の各土木事務所等は同システ
ムを利用することで、台帳を共有することができ、効
率良く業務を行うことができる。　同システムを使用
し公共土木施設台帳管理業務を実施することでこ
れまで以上に公共施設管理者の適正かつ効率的な
業務の支援ができるようになるため、同システムに
関する著作権・使用権を有するセンターと、地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号に基づき随意
契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



53
南風原中央線道路台
帳調書作成業務委託
（R2）

道路台帳調書作成　１式 1,122 ○

平成20年度以前の道路台帳作成業務は、民間コン
サルタントを対象とした競争入札により、図面作成と
調書作成を一つの業務として実施されていた。　し
かしながら、作成される調書は受注した民間コンサ
ルタント独自のシステムで作成していたため、成果
品間に互換性が無く、部分的に作成された調書を
路線全体として最終的に一つの調書として整理する
必要が生じ、再度全線を通した業務として発注する
という不経済かつ非効率的な内容であった。　この
ような中、センターでは発注者からの課題是正の要
請を受け、統一した道路台帳調書作成システムや
地理情報システムを活用した道路附属物管理シス
テムの他、河川や公園等についても統一した管理シ
ステムにより台帳整備を行うことで、県が建設した
公共施設の経済的かつ適切な維持管理に大きく寄
与してきた。　一方、これらのシステムは道路や河
川等各公共施設毎に構築されており各システム間
に互換性が無く、各公共施設の連続性・関連性等
の確認ができないものであったため、センターでは
これらの公共施設システムを統合し、より効率的・
効果的な機能を持つ「公共施設情報管理システム」
を構築し運用を始めているところである。　「公共施
設情報管理システム」はセンターの所有するシステ
ムである。　沖縄県の各土木事務所等は同システ
ムを利用することで、台帳を共有することができ、効
率良く業務を行うことができる。　同システムを使用
し公共土木施設台帳管理業務を実施することでこ
れまで以上に公共施設管理者の適正かつ効率的な
業務の支援ができるようになるため、同システムに
関する著作権・使用権を有するセンターと、地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号に基づき随意
契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



54 南部管内道路附属物
点検支援業務委託
（R1）

附属物点検照査支援業務　１式 495 ○ 「ＯＣＴＣ公共施設情報管理シス
テム」は、道路や河川等各公共
施設毎に構築されているデータ
ベースシステムを統合し、効率
的・効果的に利活用できるよう
構築されたものであり、技術セン
ターが所有する。沖縄県の各土
木事務所等は同システムを利用
することで台帳や各種データを
共有することができ、効率良く業
務を行うことができる。
　同システムに橋梁定期点検等
のデータを登録することにより、
これまで以上に公共施設管理者
として適正かつ効率的な業務を
実施できるため、技術センターと
随意契約を行いたい。
「ＯＣＴＣ公共施設情報管理シス
テム」に関する著作権・使用権
は、技術センターが有しており、
地方自治法施行令第167条の２
第１項第２号に基づき随意契約
を締結するものである。

南部土木　事
務所



55
県道１５３号線道路台
帳調書作成業務委託
（R2）

道路台帳調書作成　１式 1,606 ○

平成20年度以前の道路台帳作成業務は、民間コン
サルタントを対象とした競争入札により、図面作成と
調書作成を一つの業務として実施されていた。　し
かしながら、作成される調書は受注した民間コンサ
ルタント独自のシステムで作成していたため、成果
品間に互換性が無く、部分的に作成された調書を
路線全体として最終的に一つの調書として整理する
必要が生じ、再度全線を通した業務として発注する
という不経済かつ非効率的な内容であった。　この
ような中、センターでは発注者からの課題是正の要
請を受け、統一した道路台帳調書作成システムや
地理情報システムを活用した道路附属物管理シス
テムの他、河川や公園等についても統一した管理シ
ステムにより台帳整備を行うことで、県が建設した
公共施設の経済的かつ適切な維持管理に大きく寄
与してきた。　一方、これらのシステムは道路や河
川等各公共施設毎に構築されており各システム間
に互換性が無く、各公共施設の連続性・関連性等
の確認ができないものであったため、センターでは
これらの公共施設システムを統合し、より効率的・
効果的な機能を持つ「公共施設情報管理システム」
を構築し運用を始めているところである。　「公共施
設情報管理システム」はセンターの所有するシステ
ムである。　沖縄県の各土木事務所等は同システ
ムを利用することで、台帳を共有することができ、効
率良く業務を行うことができる。　同システムを使用
し公共土木施設台帳管理業務を実施することでこ
れまで以上に公共施設管理者の適正かつ効率的な
業務の支援ができるようになるため、同システムに
関する著作権・使用権を有するセンターと、地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号に基づき随意
契約を締結するものである。

南部土木　事
務所



56
道路事業技術審査支
援業務委託（H31-1）

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

3,056 ○

　本業務は、総合評価方式一般
競争入札において施工計画等の
技術提案を含む競争参加資格確
認申請書の審査を行う業務であ
る。
　内容は、工事発注資料作成及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及びヒ
アリング記録作成等であり、発注
工事機密情報に接することから、
工事受注者等と利害関係がない
独立した機関において業務を実施
する必要があり競争入札に適さな
い。
　（公財）沖縄県建設技術センター
は、県市町村の出資により設立さ
れており、民間事業者との利害関
係がない独立した機関であり、競
争参加者の技術情報を適切に管
理し、公正・中立な立場で総合評
価の技術審査を行える唯一の機
関であり、現状では他に代わる者
がいないため、契約の相手方とし
た。

中部土木事
務所



57
河川事業技術審査支
援業務委託（H31-1）

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

853 ○

　本業務は、総合評価方式一般
競争入札において施工計画等
の技術提案を含む競争参加資
格確認申請書の審査を行う業
務である。
　内容は、工事発注資料作成及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及び
ヒアリング記録作成等であり、発
注工事機密情報に接することか
ら、工事受注者等と利害関係が
ない独立した機関において業務
を実施する必要があり競争入札
に適さない。
　（公財）沖縄県建設技術セン
ターは、県市町村の出資により
設立されており、民間事業者と
の利害関係がない独立した機関
であり、競争参加者の技術情報
を適切に管理し、公正・中立な
立場で総合評価の技術審査を
行える唯一の機関であり、現状
では他に代わる者がいないた
め、契約の相手方とした。

中部土木事
務所



58
公園事業技術審査支
援業務委託（R1-1）

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

1,507 ○

　本業務は、総合評価方式一般
競争入札において施工計画等
の技術提案を含む競争参加資
格確認申請書の審査を行う業
務である。
　内容は、工事発注資料作成及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及び
ヒアリング記録作成等であり、発
注工事機密情報に接することか
ら、工事受注者等と利害関係が
ない独立した機関において業務
を実施する必要があり競争入札
に適さない。
　（公財）沖縄県建設技術セン
ターは、県市町村の出資により
設立されており、民間事業者と
の利害関係がない独立した機関
であり、競争参加者の技術情報
を適切に管理し、公正・中立な
立場で総合評価の技術審査を
行える唯一の機関であり、現状
では他に代わる者がいないた
め、契約の相手方とした。

中部土木事
務所



59
Ｒ１中城湾港（泡瀬地
区）技術審査支援業
務委託（港湾・道路）

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

2,970 ○

　本業務は、総合評価方式一般
競争入札において施工計画等
の技術提案を含む競争参加資
格確認申請書の審査を行う業
務である。
　内容は、工事発注資料作成及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及び
ヒアリング記録作成等であり、発
注工事機密情報に接することか
ら、工事受注者等と利害関係が
ない独立した機関において業務
を実施する必要があり競争入札
に適さない。
　（公財）沖縄県建設技術セン
ターは、県市町村の出資により
設立されており、民間事業者と
の利害関係がない独立した機関
であり、競争参加者の技術情報
を適切に管理し、公正・中立な
立場で総合評価の技術審査を
行える唯一の機関であり、現状
では他に代わる者がいないた
め、契約の相手方とした。

中部土木事
務所



60
道路事業技術審査支
援業務委託（R1-1)

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

3,113 ○

　本業務は、総合評価方式一般
競争入札において施工計画等
の技術提案を含む競争参加資
格確認申請書の審査を行う業
務である。
　内容は、工事発注資料作成及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及び
ヒアリング記録作成等であり、発
注工事機密情報に接することか
ら、工事受注者等と利害関係が
ない独立した機関において業務
を実施する必要があり競争入札
に適さない。
　（公財）沖縄県建設技術セン
ターは、県市町村の出資により
設立されており、民間事業者と
の利害関係がない独立した機関
であり、競争参加者の技術情報
を適切に管理し、公正・中立な
立場で総合評価の技術審査を
行える唯一の機関であり、現状
では他に代わる者がいないた
め、契約の相手方とした。

中部土木事
務所



61
街路事業技術審査支
援業務委託（R1）

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

539 ○

本業務は、「公共工事の品質確保
の促進に関する法律」に基づき実
施する総合評価落札方式による
工事の発注関係事務（技術審査）
である。
　内容は、工事発注資料作成（公
告文（案）、入札説明書（案）及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及びヒ
アリング記録作成等であり、発注
工事機密情報に接することから、
建設コンサルタント等を対象とした
競争入札には適さない。
　沖縄県建設技術センターは、建
設事業に関する技術及び事務の
改善向上と建設工事用資材の適
正な品質確保をを図ることにより、
建設事業の振興発展に寄与する
ことを目的として、沖縄県及び市
町村の出資により設立された財団
である。このような趣意で設立され
た建設技術センターは、十分な知
識・経験を有する職員が配置さ
れ、当該工事に係る本業務を適
正に行う条件を備えているため、
契約の相手方とした。

中部土木事
務所



62
R2県道20号線（泡瀬
工区）技術審査支援
業務委託

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

5,093 ○

本業務は、「公共工事の品質確保
の促進に関する法律」に基づき実
施する総合評価落札方式による
工事の発注関係事務（技術審査）
である。
　内容は、工事発注資料作成（公
告文（案）、入札説明書（案）及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及びヒ
アリング記録作成等であり、発注
工事機密情報に接することから、
建設コンサルタント等を対象とした
競争入札には適さない。
　沖縄県建設技術センターは、建
設事業に関する技術及び事務の
改善向上と建設工事用資材の適
正な品質確保をを図ることにより、
建設事業の振興発展に寄与する
ことを目的として、沖縄県及び市
町村の出資により設立された財団
である。このような趣意で設立され
た建設技術センターは、十分な知
識・経験を有する職員が配置さ
れ、当該工事に係る本業務を適
正に行う条件を備えているため、
契約の相手方とした。

中部土木事
務所



63
公園事業技術審査支
援業務委託（R1-2）

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

528 ○

本業務は、「公共工事の品質確保
の促進に関する法律」に基づき実
施する総合評価落札方式による
工事の発注関係事務（技術審査）
である。
　内容は、工事発注資料作成（公
告文（案）、入札説明書（案）及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及びヒ
アリング記録作成等であり、発注
工事機密情報に接することから、
建設コンサルタント等を対象とした
競争入札には適さない。
　沖縄県建設技術センターは、建
設事業に関する技術及び事務の
改善向上と建設工事用資材の適
正な品質確保をを図ることにより、
建設事業の振興発展に寄与する
ことを目的として、沖縄県及び市
町村の出資により設立された財団
である。このような趣意で設立され
た建設技術センターは、十分な知
識・経験を有する職員が配置さ
れ、当該工事に係る本業務を適
正に行う条件を備えているため、
契約の相手方とした。

中部土木事
務所

64
街路事業総合的技術
支援業務委託（Ｒ１）

監督代行業務 14,641 ○

本業務は、監督代行業務であり
発注者の責務である発注関係
事務の適切な実施を求められる
ものであることから民間コンサル
タント等を対象とした競争入札に
は適さない。

中部土木事
務所



65
砂防事業等技術審査
支援業務委託（R1）

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

1,551 ○

本業務は、「公共工事の品質確保
の促進に関する法律」に基づき実
施する総合評価落札方式による
工事の発注関係事務（技術審査）
である。
　内容は、工事発注資料作成（公
告文（案）、入札説明書（案）及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及びヒ
アリング記録作成等であり、発注
工事機密情報に接することから、
建設コンサルタント等を対象とした
競争入札には適さない。
　沖縄県建設技術センターは、建
設事業に関する技術及び事務の
改善向上と建設工事用資材の適
正な品質確保をを図ることにより、
建設事業の振興発展に寄与する
ことを目的として、沖縄県及び市
町村の出資により設立された財団
である。このような趣意で設立され
た建設技術センターは、十分な知
識・経験を有する職員が配置さ
れ、当該工事に係る本業務を適
正に行う条件を備えているため、
契約の相手方とした。

中部土木事
務所



66
港湾事業等技術審査
支援業務委託（R1）

総合評価方式による発注関係
事務（技術審査）

539 ○

本業務は、「公共工事の品質確保
の促進に関する法律」に基づき実
施する総合評価落札方式による
工事の発注関係事務（技術審査）
である。
　内容は、工事発注資料作成（公
告文（案）、入札説明書（案）及
び、工事入札参加資格者から提
出される資料の分析・整理及びヒ
アリング記録作成等であり、発注
工事機密情報に接することから、
建設コンサルタント等を対象とした
競争入札には適さない。
　沖縄県建設技術センターは、建
設事業に関する技術及び事務の
改善向上と建設工事用資材の適
正な品質確保をを図ることにより、
建設事業の振興発展に寄与する
ことを目的として、沖縄県及び市
町村の出資により設立された財団
である。このような趣意で設立され
た建設技術センターは、十分な知
識・経験を有する職員が配置さ
れ、当該工事に係る本業務を適
正に行う条件を備えているため、
契約の相手方とした。

中部土木事
務所



67
中部管内特殊車両通
行許可申請等審査支
援業務委託（H31）

特殊車両通行許可申請の審査 3,110 ○

　本業務は、道路法に基づく特殊車
両運行許可審査等の技術支援を行
い、特殊車両通行許可申請等にお
ける書類審査を目的としている。
　特殊車両通行の申請にあたって
は、貨物輸送の他、建設車両系が
多く申請されることから、工事受注
者等との利害関係がない独立した
機関において審査を実施する必要
があり、競争入札に適さない。
　沖縄県建設技術センターは、社会
資本整備等への支援により県民福
祉の増進に寄与することを目的とし
て、県市町村の出損により設立され
ており、民間事業者との利害関係が
無い独立した機関であり、公正・中
立な立場で審査を行える唯一の期
間である。
　また、同センターは県管理道路等
の台帳を一元的に管理するための
「公共施設情報管理システム」を構
築し運用しており、審査に必要とな
る道路台帳等が保管されていること
から円滑な業務実施が可能であり、
契約の相手方として選定した。

中部土木事
務所



68
県道１６号線（大湾～
古堅）道路台帳調書
作成業務委託（R1）

道路台帳調書作成 924 ○

　本業務は、別業務で作成した
道路台帳を（公財）沖縄県建設
技術センターが保有している公
共施設情報管理システムに登
録し、道路台帳調書を作成する
ものである。
　本システムに関する著作権・
使用権は（公財）沖縄県建設技
術センターが保有しているた
め、契約の相手方とした。

中部土木事
務所

69

県道20号線（泡瀬地
区）橋梁コンクリート
耐久性検討業務委託
（R1)

上部工の配合検討、下部工施
工における品質確保、ＣＦＣＣ導
入効果の検討

11,539 ○

　県道２０号線（泡瀬工区）橋梁
では、長大橋の耐久性向上を目
的として、上部工セグメントにお
いても外割フライアッシュコンク
リート（以下「ＦＡＣ」）50N/mm2を
用いることとしている。中部圏域
では高強度の外割ＦＡＣの実績
がなく、配合試験を実施して最
適配合を決定する必要がある。
また、コンクリートＰＣ箱桁で発
生するひび割れ対策としての
CCFC（Carbon Fiber Conposite
Cable)導入の適正な配置検討
及び下部工のコンクリート品質
確保のための表層確認をおこな
うものである。
　上記業務は、県のコンクリート
品質確保に向けた取り組みであ
り、その方法検討や評価を公
正・中立に遂行可能な機関は
（公財）沖縄県建設技術センター
のみであるため、契約の相手方
とした。

○

上部工の配合を検討す
るため、出荷工場の施
設を使った試験練り等
が必要なことから再委
託を行った。

中部土木事
務所



70
県道12号線道路台帳
調書作成業務委託
（R1）

道路台帳調書作成 979 ○

本業務は、別業務で発注した台
帳の調書作成及び沖縄県建設
技術センターが保有する公共施
設情報管理システムへの登録を
目的としており、公共施設情報
管理システムに関する著作権・
使用権は、沖縄県建設技術セン
ターのみが保有しているため。

中部土木事
務所

71
中部管内橋梁定期点
検支援業務委託（R1）

橋梁定期点検データ登録、デー
タベースの構築、維持管理、
データ更新業務

1,298 ○

本業務は、公益財団法人沖縄
県建設技術センターが整備・管
理している「ＯＣＴＣ公共施設情
報管理システム」へ橋梁定期点
検データを登録し、データベース
の構築、維持管理、データ更新
を行うものである。
　ＯＣＴＣ公共施設情報管理シス
テムは、県内の道路や河川等各
公共施設の統合台帳であり、同
システムを利用することで、本庁
や各土木事務所と台帳を共有
することができ、効率よく業務を
行うことができるものである。
　同システムの著作権・使用権
は（公財）沖縄県建設技術セン
ターが有しており、業務を円滑
かつ、適正に実施できる唯一の
期間であるため、契約の相手方
とした。

中部土木事
務所



72
宜野湾南風原線･具
志川環状線台帳図及
び調書登録業務委託

台帳図及び調書登録業務 99 ○

本業務は、道路台帳図及び調
書を沖縄県建設技術センターが
保有する公共施設情報管理シ
ステムへの登録を目的としてお
り、公共施設情報管理システム
に関する著作権・使用権は、沖
縄県建設技術センターのみが保
有しているため。

中部土木事
務所

73
道路事業技術審査支
援業務委託（R1）

本業務は、「公共工事の品質確
保の促進に関する法律」に基づ
き実施する総合評価方式一般
競争入札における競争参加資
格確認申請書の審査を合理的
かつ公平・公正な技術審査を実
施するものである。

1,490 ○

総合評価の評価基準に則り合
理的かつ公平・公正な技術審査
を実施する必要があるため、民
間事業者との利害関係が無い
独立した唯一の機関である（公
財）沖縄県建設技術センターを
契約の相手方として選定した。

北部土木事
務所

74
北部地区河川海岸砂
防事業技術審査等支
援業務委託（Ｒ１）

本業務は、「公共工事の品質確
保の促進に関する法律」に基づ
き実施する総合評価方式一般
競争入札における競争参加資
格確認申請書の審査を合理的
かつ公平・公正な技術審査を実
施するものである。

1,609 ○

総合評価の評価基準に則り合
理的かつ公平・公正な技術審査
を実施する必要があるため、民
間事業者との利害関係が無い
独立した唯一の機関である（公
財）沖縄県建設技術センターを
契約の相手方として選定した。

北部土木事
務所

75
北部管内技術審査等
支援業務委託（R1-1)

本業務は、「公共工事の品質確
保の促進に関する法律」に基づ
き実施する総合評価方式一般
競争入札における競争参加資
格確認申請書の審査を合理的
かつ公平・公正な技術審査を実
施するものである。

1,276 ○

総合評価の評価基準に則り合
理的かつ公平・公正な技術審査
を実施する必要があるため、民
間事業者との利害関係が無い
独立した唯一の機関である（公
財）沖縄県建設技術センターを
契約の相手方として選定した。

北部土木事
務所



76
北部地区港湾事業技
術審査等支援業務委
託（R1-1）

本業務は、「公共工事の品質確
保の促進に関する法律」に基づ
き実施する総合評価方式一般
競争入札における競争参加資
格確認申請書の審査を合理的
かつ公平・公正な技術審査を実
施するものである。

539 ○

総合評価の評価基準に則り合
理的かつ公平・公正な技術審査
を実施する必要があるため、民
間事業者との利害関係が無い
独立した唯一の機関である（公
財）沖縄県建設技術センターを
契約の相手方として選定した。

北部土木事
務所

77
道路事業技術審査支
援業務委託（R1-2）

本業務は、「公共工事の品質確
保の促進に関する法律」に基づ
き実施する総合評価方式一般
競争入札における競争参加資
格確認申請書の審査を合理的
かつ公平・公正な技術審査を実
施するものである。

539 ○

総合評価の評価基準に則り合
理的かつ公平・公正な技術審査
を実施する必要があるため、民
間事業者との利害関係が無い
独立した唯一の機関である（公
財）沖縄県建設技術センターを
契約の相手方として選定した。

北部土木事
務所

78
安和与那川橋梁整備
工事技術審査等支援
業務委託（R1）

本業務は、「公共工事の品質確
保の促進に関する法律」に基づ
き実施する総合評価方式一般
競争入札における競争参加資
格確認申請書の審査を合理的
かつ公平・公正な技術審査を実
施するものである。

484 ○

総合評価の評価基準に則り合
理的かつ公平・公正な技術審査
を実施する必要があるため、民
間事業者との利害関係が無い
独立した唯一の機関である（公
財）沖縄県建設技術センターを
契約の相手方として選定した。

北部土木事
務所

79
北部管内緊急輸送道
路に係る道路台帳整
備業務委託（R1）

　沖縄県では、道路法第37条
（道路の占用の禁止又は制限区
域等）の規定に基づき、県管理
の第１次および第２次緊急輸送
道路において、原則、電柱の占
用禁止に取り組むこととなってい
る。本業務は、これに伴う台帳
作成（占用禁止区域図面）を行
うものである。

2,462 ○

同システムに関する著作権・使
用権は、(公財)沖縄県建設技術
センターが有していることから、
地方自治法施行令第167条の2
第1項第2号に基づき随意契約
を締結するものである。

北部土木事
務所



80
北部管内道路情報便
覧更新資料作成業務
委託（R1）

　本業務は、北部土木事務所管
内の特殊車両通行許可申請等
における書類審査に使用する道
路情報便覧の更新（未収録箇所
の登録及び既存データの修正）
を行うものである。

495 ○

同システムに関する著作権・使
用権は、(公財)沖縄県建設技術
センターが有していることから、
地方自治法施行令第167条の2
第1項第2号に基づき随意契約
を締結するものである。

北部土木事
務所

81
北部管内橋梁定期点
検支援業務委託（R1)

　本業務は、（公財）沖縄県建設
技術センターが整備・管理して
いる「OCTC公共施設情報管理
システム」へ橋梁定期点検デー
タを登録し、データベースの構
築、維持管理、データ更新を行
うことを目的として実施するもの
である。

3,597 ○

同システムに関する著作権・使
用権は、(公財)沖縄県建設技術
センターが有していることから、
地方自治法施行令第167条の2
第1項第2号に基づき随意契約
を締結するものである。

北部土木事
務所

82
国道３３１号道路台帳
作成業務委託（R1）

　本業務は、道路台帳の電子化
及び道路台帳調書を作成するも
のである。また、その電子化した
データを（公財）沖縄県建設技
術センターが整備・管理している
「OCTC公共施設情報管理シス
テム」へ登録し、そのデータベー
スを構築し、今後の維持管理等
に活用することを目的としてい
る。

3,993 ○

同システムに関する著作権・使
用権は、(公財)沖縄県建設技術
センターが有していることから、
地方自治法施行令第167条の2
第1項第2号に基づき随意契約
を締結するものである。

北部土木事
務所

83
国道４４９号及び国道
５０５号道路台帳調書
作成業務委託（R1-1）

　本業務は、国道449号及び国
道505号における道路台帳調書
作成業務である。

2,101 ○

台帳調書の作成は「公共施設情
報管理システム」により実施する
こととしており、本業務を履行で
きる者は同システムを所有する
（公財）沖縄県建設技術センター
しかいないことから随意契約を
締結した。
（第167条の２第１項第２号）

北部土木事
務所



84
宮古地区電線共同溝
事業技術審査等支援
業務委託（R1）

技術支援業務　一式 518 ○
契約の性質または目的が競争
入札に適しないため（地自令１６
７の２－１－２）

宮古土木事
務所

85
長山港佐良浜港線道
路台帳調書作成業務
委託（R1)

道路台帳調書作成　一式 781 ○
契約の性質または目的が競争
入札に適しないため（地自令１６
７の２－１－２）

宮古土木事
務所

86
与那覇上地線道路台
帳調書作成業務委託
（R1)

道路台帳調書作成　一式 1,771 ○
契約の性質または目的が競争
入札に適しないため（地自令１６
７の２－１－２）

宮古土木事
務所

87
道路事業技術審査支
援業務委託（H31-1）

総合評価落札方式による工事
に係る発注関係事務（技術審
査）業務

792 ○

　建設技術センターは競争参加
者の技術情報を適切に管理し、
公正・中立な立場で総合評価の
技術支援を行える唯一の機関で
あるため。

八重山土木
事務所



88
八重山管内緊急輸送
道路に係る道路台帳
整備業務委託

道路台帳作成　１式 1,447 ○

　道路管理課では、道路法37条
(占用制限の指定箇所)に基づ
き、県管理の第１次及び第２次
緊急輸送道路については、原
則、占用禁止とするため、占用
禁止区域の指定に向け取り組
んでいるところである。
　本業務は、区域指定の図面を
作成するものであり、その情報
を「公共施設情報管理システム」
へ登録しデータベース化するこ
とで、情報共有が可能となり、効
率良く業務を行うことができる。
　よって、「公共施設情報管理シ
ステム」の知的所有権（プログラ
ム等の著作権）を保有する下記
業者と地方自治法施行令第167
条の２第1項第2号に基づき随意
契約を締結。

八重山土木
事務所



89
八重山管内橋梁点検
照査支援業務委託
（R1）

橋梁点検照査　１式 1,980 ○

本業務は、「ＯＣＴＣ公共施設情
報管理システム」へ橋梁定期点
検データを登録し、データベース
の構築、維持管理、データ更新
を行う業務である。同システム
は道路や河川等各公共施設ご
とに構築されていたデータベー
スシステムを統合し、効率的・効
果的に利活用できるよう構築さ
れたものであり、（公財）沖縄県
建設技術センターが所有する。
同システムに橋梁定期点検等
のデータを登録することにより、
これまで以上に公共施設管理者
として適正かつ効率的な業務が
実施できる。同システムに関す
る著作権・使用権は（公財）沖縄
県建設技術センターが有してい
るため、地方自治法施工令第１
６７条の2第１項２号に基づき随
意契約を締結。

八重山土木
事務所

90
幸地インター線他２路
線技術審査支援業務
委託（R1）

総合評価方式一般競争入札に
おける技術審査業務

1,458 ○

入札参加者の技術情報を適切
に管理し、公正･中立な立場で
技術審査を行える唯一の機関で
あるため。

都市モノレー
ル建設事務
所

91
幸地インター線技術
審査支援業務委託
（R1-2)

総合評価方式一般競争入札に
おける技術審査業務

539 ○

入札参加者の技術情報を適切
に管理し、公正･中立な立場で
技術審査を行える唯一の機関で
あるため。

都市モノレー
ル建設事務
所

92
幸地インター線総合
的技術支援業務委託
（R1-1）

積算代行業務 1,353 ○

民間事業者と利害関係がなく、
発注者の立場として厳正に業務
を履行できる立した唯一の機関
であるため。

都市モノレー
ル建設事務
所

93
幸地インター線技術
審査支援業務委託
（R1-3)

総合評価方式一般競争入札に
おける技術審査業務

528 ○

入札参加者の技術情報を適切
に管理し、公正･中立な立場で
技術審査を行える唯一の機関で
あるため。

都市モノレー
ル建設事務
所



94
宮古管内水産基盤整
備事業技術審査等支
援業務

総合評価方式一般競争入札に
おいて施工計画等の技術提案
を含む競争参加資格確認申請
書の審査を行うこと。

275 ○

当該機関は、競争参加者の技
術情報を適切に管理し、公正・
中立な立場で総合評価の技術
審査を行える唯一の機関であっ
て現状では他に代わる者はいな
いことから、地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号に基づ
き特命随意契約を行った。

宮古農林水
産振興セン
ター

95
流域下水道技術審査
支援業務委託（R元）

下水道整備事業に伴う一般競
争入札において、競争入札参加
資格及び総合評価方式の審査
をこなう業務

1,242 ○

　本業務の性質上、関係法令に精
通し専門知識や豊富な経験が必要
となる。また、公平・公正な判断が
求められることから、入札参加者と
利害関係がない独立した機関にお
いて実施する必要がある。（公財）
沖縄県建設技術センターは、建設
事業に関する技術及び事務の改善
向上と建設工事用資材の適正な品
質確保を図ることにより、建設事業
の振興発展に寄与することを目的と
して、県・市町村の出資により設立
されており、技術面のみならず法令
遵守、守秘義務を履行できる体制
が整備されていることから、地方自
治法施行令第167条の２第１項第２
号により随意契約を締結した。

下水道事務
所



96
流域下水道技術審査
支援業務委託（R元そ
の２）

下水道整備事業に伴う一般競
争入札において、競争入札参加
資格及び総合評価方式の審査
をこなう業務

1,023 ○

　本業務の性質上、関係法令に精
通し専門知識や豊富な経験が必要
となる。また、公平・公正な判断が
求められることから、入札参加者と
利害関係がない独立した機関にお
いて実施する必要がある。（公財）
沖縄県建設技術センターは、建設
事業に関する技術及び事務の改善
向上と建設工事用資材の適正な品
質確保を図ることにより、建設事業
の振興発展に寄与することを目的と
して、県・市町村の出資により設立
されており、技術面のみならず法令
遵守、守秘義務を履行できる体制
が整備されていることから、地方自
治法施行令第167条の２第１項第２
号により随意契約を締結した。

下水道事務
所

97
下水道関連システム
整備業務委託（R1）

既導入済みの下水道台帳シス
テム及び工事資料検索システム
のデータ更新、機能追加等の業
務

2,299 ○

　左記システムを構築した(公財)沖
縄県建設技術センター以外の者に
本業務を履行させた場合、システム
障害発生時に責任の所在が不明確
となるおそれがあり、同センターとシ
ステムは密接不可分の関係にある
ことから、地方自治法施行令第167
条の２第１項第２号に基づき、同セ
ンターと随意契約を締結した。

下水道事務
所

319,844 97 0 0 5合計


